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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回　　　次
第90期

前第３四半期
連結累計期間

第91期
当第３四半期
連結累計期間

第90期
前第３四半期
連結会計期間

第91期
当第３四半期
連結会計期間

第90期

会　計　期　間

自  平成20年
    ４月１日
至  平成20年
    12月31日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成20年
     10月１日
至  平成20年
     12月31日

自  平成21年
     10月１日
至  平成21年
     12月31日

自  平成20年
     ４月１日
至  平成21年
     ３月31日

売上高 (百万円) 118,594 93,042 37,262 32,921 144,292

経常利益 (百万円) 2,116 1,478 681 659 1,918

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,324 802 407 380 865

純資産額 (百万円) ― ― 11,127 12,268 10,843

総資産額 (百万円) ― ― 57,135 51,322 43,384

１株当たり純資産額 (円) ― ― 263.20 290.16 256.33

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 31.72 19.22 9.77 9.11 20.73

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 19.2 23.6 24.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,127 1,001 ― ― 4,867

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △21 △329 ― ― △33

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,798 △280 ― ― △4,403

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 1,896 2,362 1,976

従業員数 (名) ― ― 449 440 447

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。

また、主要な関係会社に異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数(名) 440 [45]

(注)  従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者及び海外の現地採用者を含む。）であり、臨時従業員数は[　]内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数

で記載しております。なお、臨時従業員には、嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数(名) 220 [13]

(注)  従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者及び海外の現地採用者を含

む。）であり、臨時従業員数は[　]内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。

なお、臨時従業員には、嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【成約及び販売の状況】

(1) 成約状況

当第３四半期連結会計期間における成約残高を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

事業の種類別セグメントの名称 金　額（百万円）
　

前年同四半期比（％）

化学品関連事業 2,290 144.7

合成樹脂関連事業 107 41.1

機能建材関連事業 200 86.1

海外業務関連事業 9,503 105.7

合　　　　計 12,101 109.3

(注)　1.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　2.「第５〔経理の状況〕１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報）」に記載のとおり、第２四半期連結

会計期間より事業の種類別セグメントを変更いたしております。このため、前年同四半期比較については、前

年同四半期の金額を変更後の区分に組み替えて行っております。

　
　

(2) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

事業の種類別セグメントの名称 金　額（百万円）
　

前年同四半期比（％）

化学品関連事業 16,238 85.9

合成樹脂関連事業 6,278 83.5

機能建材関連事業 6,137 86.9

海外業務関連事業 4,267 113.1

合　　　　計 32,921 88.4

(注)  1.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　2.「第５〔経理の状況〕１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報）」に記載のとおり、第２四半期連結

会計期間より事業の種類別セグメントを変更いたしております。このため、前年同四半期比較については、前

年同四半期の金額を変更後の区分に組み替えて行っております。
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２ 【事業等のリスク】

① 商品価格変動リスク

当社及び当社グループの事業は、化学品業界、自動車業界、情報・通信機器業界、建築・建材業界の動向及

び原油の価格動向により経営成績及び財政状態に影響を受ける可能性があります。

② 為替変動リスク

当社グループは外貨建てによる輸出入取引を行なっております。

取引から生じる為替の変動リスクの大部分については、先物為替予約にてヘッジしておりますが、予約の

時機等により経営成績及び財政状態に影響を受ける可能性があります。

また、当社グループには、海外現地法人及び海外に子会社を有する会社を有しております。これら海外の

会社は外貨建ての財務諸表を作成しておりますが、当社連結財務諸表を作成する際の為替レートにより

経営成績及び財政状態に影響を受ける可能性があります。

③ カントリーリスク 

当社グループは、中国を始めとするアジア諸国との取引強化に努めております。

取引に当たっては各国の政治、経済の動向により経営成績及び財政状態に影響を受ける可能性がありま

す。 

④ 与信リスク

当社グループは、大部分の取引について顧客に対し信用を供与することにより販売を行なっております。

　

与信リスクの回避につきましては万全を期しておりますが、多額の与信先に財務上の問題が発生した場

合、経営成績及び財政状態に影響を受ける可能性があります。

⑤ 株価変動リスク 

当社グループは、財務体質強化の方針に基づき資産圧縮のため保有有価証券の売却を推し進めてまいり

ましたが、なお若干の上場有価証券を保有していることと年金資産の一部を株式で運用していることに

より、今後の株式市況の動向により経営成績及び財政状態に影響を受ける可能性があります。 

⑥訴訟リスク

当社グループは業務の遂行にあたり法令遵守などコンプライアンス経営に努めていますが、事業活動

を展開する上で、偶発的に発生する訴訟や訴訟に至らない請求等を受ける可能性があります。

重大な訴訟が提起された場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を受ける可能性がありま

す。

尚、現在応訴準備中の案件については、「第５〔経理の状況〕１　四半期連結財務諸表　注記事項 (四半

期連結貸借対照表関係) 注記３及び　第５〔経理の状況〕２　その他」に記載のとおりであります。

　

上記リスクにつきましては、現時点で考えられるリスクのうち当社グループの経営成績に重要な影響

を及ぼす可能性があると判断したものであり、軽微なリスク並びに将来発生しうる現時点では予見不能

なすべてのリスクを網羅しているものではありません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間における我が国経済は、中国を中心としたアジア経済の需要回復による輸出

の増加や、政府の経済対策の効果により個人消費に持ち直しの動きが見られるようになりました。

しかしながら、依然として厳しい雇用情勢は続いており、更にデフレや円高の進行・海外景気の下振れ懸

念など、景気が二番底に陥るリスクも存在するため、その動向を慎重に注視すべき状況にあります。

このような状況下、当社グループといたしましては、引続き得意分野である中国関連取引を中心に注力分

野の強化・深耕に取り組み、事業を推進してまいりましたが、世界同時不況による大幅な需要減少と市況悪

化の影響が続いたため、当第３四半期連結会計期間の当社グループの売上高は329億2千1百万円（前年同四

半期比11.6％減）、営業利益は5億1千6百万円（同15.7％減）と前年同四半期を下回る結果となりました。

その一方で、借入金残高等の減少により金融費用が減少し、関連会社からの持分法による投資利益が回復

した結果、経常利益につきましては6億5千9百万円（同3.2％減）となり、四半期純利益につきましては3億8

千万円（同6.8％減）となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

なお、「第５〔経理の状況〕１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報）」に記載のとおり、第２

四半期連結会計期間より事業の種類別セグメントを変更いたしております。このため、前年同四半期比較に

ついては、前年同四半期の金額を変更後の区分に組み替えて行っております。

①化学品関連事業

当第３四半期連結会計期間におきましては、塗料・接着剤用薬品や有機溶剤等を中心とした国内取引

は持ち直し傾向が続きましたが、前年同四半期の水準への回復には到りませんでした。 

　また、鉱産物・難燃剤関連製品及び無機薬品等の輸入・三国間取引は、需要の回復が見られたものの、一

部商品では依然として在庫調整が長引いている状況にあります。 

　石油関連製品の貿易取引及び在中国子会社における石油製品販売は、好調な中国経済を背景に順調に回

復しましたが、国内石油製品販売は、生産活動の低迷による需要減少が続き低調に推移いたしました。 

　この結果、当第３四半期連結会計期間の化学品関連事業の売上高は162億3千8百万円（同14.1％減）、営

業利益は5億1千1百万円（同6.1％増）となりました。 
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②合成樹脂関連事業

当第３四半期連結会計期間におきましては、自動車部品関連取引、液晶パネル用フィルム関連取引は継

続的な回復傾向が見られましたが、包装用資材取引や樹脂原料取引等につきましては直前四半期に比べ

て持ち直しは見られるものの依然として低調な結果となり、前年同四半期を下回る結果となりました。 

　この結果、当第３四半期連結会計期間の合成樹脂関連事業の売上高は62億7千8百万円（同16.5％減）、

営業利益は5千万円（同35.0％減）となりました。 

　

③機能建材関連事業

当第３四半期連結会計期間におきましては、改修需要が比較的堅調であったため、同用途向けの防水資

材・断熱材取引は順調に推移いたしました。 

　その一方、建築着工件数が減少するなど建設不況が続く中、新築用途の断熱材や住宅内装部材の取引は、

引続き低調な推移をたどりました。 

　この結果、当第３四半期連結会計期間の機能建材関連事業の売上高は61億3千7百万円（同13.1％減）、

営業利益は1億2千9百万円（同35.3％減）となりました。 

　

④海外業務関連事業

当第３四半期連結会計期間におきましては、金属製品の輸入取引については、設備投資の低迷が影響し

減少しました。硝子製品の輸入取引も消費財不況の影響で低迷が続きました。 

　一方、発電用設備部材等の輸出取引は好調な中国向け需要により直前四半期に続いて堅調に推移しまし

た。水産物等の輸入食料関連取引も需要の回復がみられ、前年同四半期を上回る結果となりました。 

　この結果、当第３四半期連結会計期間の海外業務関連事業の売上高は42億6千7百万円（同13.1％増）、

貸倒費用の増加があり営業損益は2千5百万円の損失（同134.2％減）となりました。 

　

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末比79億3千8百万円増加の513億2千2百万円

となりました。

流動資産は主に第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったことや資金需要の減少に伴な

い売上債権の流動化を減らしたことにより売上債権が増加したため、前連結会計年度末比75億2千9百万

円増加の412億2千1百万円となりました。 

固定資産は主に株価の回復等により投資有価証券が増加したため、前連結会計年度末比4億9百万円増

加の101億1百万円となりました。

流動負債は金融機関の休日により仕入債務及び未払金等が増加したことに加え、短期借入金が増加し

たことにより、前連結会計年度末比71億2千6百万円増加の345億9千万円となりました。

固定負債は長期借入金の減少等により前連結会計年度末比6億1千3百万円減少の44億6千3百万円とな

りました。 

また、純資産の部は利益剰余金の増加、株価回復によるその他有価証券評価差額金の増加等により前連

結会計年度末比14億2千5百万円増加の122億6千8百万円となりました。 

この結果、自己資本比率は23.6％となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物は23億6千2百万円と前第３四半期連結会計期

間と比べ4億6千6百万円の増加となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における営業活動による資金の増加は、8億3千9百万円（前第3四半期連結

会計期間比15億7千3百万円減）となっております。これは、税金等調整前四半期純利益6億6千5百万円の

うち非現金収支等を調整した後の資金の増加6億5千3百万円及び仕入債務の増加等による58億1千9百万

円の資金増に対し、売上債権の増加等による資金減56億3千3百万円が生じたことによるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における投資活動による資金の減少は、1億7千6百万円（同1億9千4百万円

減）となっております。これは、主に投資有価証券並びに出資金の取得による支出1億9百万円及び貸付金

の純減少額29百万円によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における財務活動による資金の減少は、1億8千5百万円（同20億9千1百万円

増）となっております。これは、主に借入金の減少によるものです。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

特記すべき事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

特記すべき事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種　　　類 発行可能株式総数(株)

普　　通　　株　　式 100,000,000

計 100,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成22年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 41,780,000 同左
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は、100株で
あります。

計 41,780,000 同左 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年12月31日 ― 41,780 ― 4,024 ― 2,761

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式　　　16,500 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　41,757,600 417,576 ―

単元未満株式 普通株式　　　 5,900 ― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 41,780,000 ― ―

総株主の議決権 ― 417,576 ―

(注) １．「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式42株が含まれております。

２．当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株式会社証券保管振替機構から総株主通知を

受領していないため記載することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名

簿による記載をしております。

　

　

② 【自己株式等】

　 　 平成21年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
明和産業株式会社

東京都千代田区丸の内
三丁目３番１号

16,500 ― 16,500 0.04

計 ― 16,500 ― 16,500 0.04

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 164 160 200 209 206 187 170 163 181

最低(円) 111 137 160 147 185 164 142 136 142

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成　20年12月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表については、監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、当第３四半

期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21年

４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表については、有限責任監査法人トーマツに

よる四半期レビューを受けております。

なお、従来から当社が監査証明を受けている監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21

年７月1日をもって有限責任監査法人トーマツとなりました。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,362 1,976

受取手形及び売掛金 *2, *6
 34,437

*2
 26,405

商品 3,848 4,084

その他 1,219 1,645

貸倒引当金 △646 △419

流動資産合計 41,221 33,692

固定資産

有形固定資産 *1
 649

*1
 687

無形固定資産 92 21

投資その他の資産

投資有価証券 7,695 6,474

その他 2,325 3,191

貸倒引当金 △662 △682

投資その他の資産合計 9,359 8,983

固定資産合計 10,101 9,691

資産合計 51,322 43,384

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 *6
 27,796 21,935

短期借入金 5,265 4,478

未払法人税等 177 198

賞与引当金 63 41

その他 1,286 810

流動負債合計 34,590 27,464

固定負債

長期借入金 2,300 3,300

退職給付引当金 271 245

役員退職慰労引当金 127 161

負ののれん 33 38

その他 1,731 1,331

固定負債合計 4,463 5,076

負債合計 39,053 32,541
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(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,024 4,024

資本剰余金 2,761 2,761

利益剰余金 5,060 4,260

自己株式 △3 △3

株主資本合計 11,842 11,041

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 860 272

繰延ヘッジ損益 △5 △3

為替換算調整勘定 △579 △605

評価・換算差額等合計 275 △336

少数株主持分 150 137

純資産合計 12,268 10,843

負債純資産合計 51,322 43,384
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 118,594 93,042

売上原価 111,019 86,273

売上総利益 7,575 6,768

販売費及び一般管理費 ＊
 5,642

＊
 5,532

営業利益 1,933 1,236

営業外収益

受取利息 33 24

受取配当金 124 77

負ののれん償却額 7 5

持分法による投資利益 331 285

その他 44 58

営業外収益合計 541 451

営業外費用

支払利息 183 105

手形売却損 38 18

売掛金売却損 47 16

その他 87 68

営業外費用合計 357 208

経常利益 2,116 1,478

特別利益

貸倒引当金戻入額 75 33

その他 1 0

特別利益合計 77 34

特別損失

固定資産売却損 15 －

投資有価証券評価損 37 22

持分変動損失 － 26

その他 7 4

特別損失合計 60 54

税金等調整前四半期純利益 2,133 1,458

法人税、住民税及び事業税 678 311

法人税等調整額 114 329

法人税等合計 793 641

少数株主利益 15 13

四半期純利益 1,324 802
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 37,262 32,921

売上原価 34,823 30,584

売上総利益 2,438 2,337

販売費及び一般管理費 ＊
 1,825

＊
 1,820

営業利益 613 516

営業外収益

受取利息 10 7

受取配当金 63 34

負ののれん償却額 2 1

持分法による投資利益 97 160

その他 15 24

営業外収益合計 190 228

営業外費用

支払利息 60 40

手形売却損 10 4

売掛金売却損 12 4

その他 39 36

営業外費用合計 122 86

経常利益 681 659

特別利益

投資有価証券評価損戻入益 － 2

貸倒引当金戻入額 2 3

その他 0 －

特別利益合計 2 5

特別損失

投資有価証券評価損 37 －

その他 1 0

特別損失合計 39 0

税金等調整前四半期純利益 643 665

法人税、住民税及び事業税 197 174

法人税等調整額 34 106

法人税等合計 231 281

少数株主利益 4 3

四半期純利益 407 380
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,133 1,458

減価償却費 50 52

負ののれん償却額 △7 △5

持分法による投資損益（△は益） △287 △241

貸倒引当金の増減額（△は減少） △14 256

退職給付引当金の増減額（△は減少） 37 26

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 19 △34

賞与引当金の増減額（△は減少） 40 21

受取利息及び受取配当金 △157 △101

支払利息 183 105

投資有価証券売却損益（△は益） 1 －

投資有価証券評価損益（△は益） 37 4

出資金評価損 － 18

固定資産売却損益（△は益） △1 △0

持分変動損益（△は益） － 26

売上債権の増減額（△は増加） △1,925 △5,845

売上債権流動化による収入 △224 △1,890

たな卸資産の増減額（△は増加） △483 232

差入保証金の増減額（△は増加） － 504

仕入債務の増減額（△は減少） 2,399 5,869

その他の流動資産の増減額（△は増加） 162 △5

その他投資等の増減額(△は増加) 113 187

その他の流動負債の増減額（△は減少） 1,061 565

その他の固定負債の増減額（△は減少） 73 62

その他 21 17

小計 3,234 1,285

利息及び配当金の受取額 194 136

利息の支払額 △171 △95

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,129 △324

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,127 1,001
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(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △4 △21

投資有価証券の売却による収入 10 －

出資金の払込による支出 － △94

出資金の売却による収入 0 －

有形固定資産の取得による支出 △23 △17

有形固定資産の売却による収入 2 0

子会社株式の取得による支出 － △2

短期貸付けによる支出 △1 △0

短期貸付金の回収による収入 91 100

長期貸付けによる支出 △100 △136

長期貸付金の回収による収入 － 0

関係会社事業損失に係る支出 － △120

その他 2 △37

投資活動によるキャッシュ・フロー △21 △329

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,098 △76

長期借入れによる収入 1,500 －

長期借入金の返済による支出 △2,200 △200

少数株主への配当金の支払額 － △0

その他 △0 △4

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,798 △280

現金及び現金同等物に係る換算差額 △9 △6

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 297 385

現金及び現金同等物の期首残高 1,598 1,976

現金及び現金同等物の四半期末残高 *
 1,896

*
 2,362

EDINET提出書類

明和産業株式会社(E02563)

四半期報告書

18/31



【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　　　該当事項はありません。　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　持分法の適用に関する事項の変更

　　持分法適用の関連会社

　クミ化成㈱については、同社の海外子会社３社及び海外関連会社１社に対する投資について持分法を適

用して認識した損益が連結財務諸表に与える影響が大きいため、当該４社の損益をクミ化成㈱の損益に含

めて計算しており、持分法適用会社数はクミ化成㈱グループ全体を１社として表示おりましたが、第１四

半期連結会計期間より、四半期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重

要性がないクミ化成㈱の海外関連会社１社の損益をクミ化成㈱の損益から除外して計算しております。な

お、持分法適用会社数はクミ化成㈱グループ全体を１社として表示しております。

　また、高和精工(上海)有限公司については、出資持分の全てを譲渡したことに伴い第１四半期連結会計期

間より関連会社でなくなりました。　　

　

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　前第３四半期連結累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて掲記して

おりました「差入保証金の増減額（△は増加）」は重要性が増加したため、当第３四半期連結累計期間より区分

掲記しております。 

　なお、前第３四半期連結累計期間の「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「差入保

証金の増減額（△は増加）」は１百万円であります。

　

　

【簡便な会計処理】

　　当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　　　該当事項はありません。　

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　　当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　　　該当事項はありません。　
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

＊１ 有形固定資産の減価償却累計額

1,462百万円

＊１ 有形固定資産の減価償却累計額

1,436百万円 

＊２ 売上債権の流動化

  当社は、受取手形及び売掛債権の流動化を行ってお

り、当第３四半期連結会計期間末の金額は次のとおり

であります。

受取手形譲渡額 2,071百万円

売掛金譲渡額 1,596　〃

計 3,667百万円

＊２ 売上債権の流動化

　当社は、受取手形及び売掛債権の流動化を行ってお

り、当連結会計年度末の金額は次のとおりであります。

受取手形譲渡額 3,233百万円

売掛金譲渡額 3,538　〃

計 6,772百万円

　３ 偶発債務

  (1) 保証債務

　当社の従業員及び連結会社以外の会社の金融機関か

らの借入に対し、債務保証を行っております。

従業員住宅ローン 26百万円

  (2) 訴訟等

　当社は2003年４月～2008年３月の期間に締結してい

た鋳物用コークスの製造販売契約について、山西美錦

煤炭気化股?有限公司より契約内容の不履行があった

として55百万人民元の損害賠償請求を山西省太原市中

級人民法院に提訴されています。

　当社は原告側の損害賠償請求は不当であるとして応

訴準備を進めています。

　３ 偶発債務

  (1) 保証債務

　当社の従業員及び連結会社以外の会社の金融機関か

らの借入に対し、債務保証を行っております。

従業員住宅ローン 31百万円

  (2) 　　　　　　　─────

 

　４ 受取手形割引高　　　　  　　 　    46百万円   ４ 受取手形割引高　　　　 　　　　 　 64百万円

５ 当社グループは運転資金の効率的な調達を行うた

め主要取引金融機関と当座貸越契約を締結しておりま

す。　　　

　この契約に基づく当第３四半期連結会計期間末にお

ける借入未実行残高は次のとおりです。

当座貸越契約の総額 4,540百万円

借入実行額 180　〃

計 4,360百万円

５ 当社グループは運転資金の効率的な調達を行うた

め主要取引金融機関と当座貸越契約を締結しておりま

す。　　　

　この契約に基づく当連結会計年度末における借入未

実行残高は次のとおりです。

当座貸越契約の総額 4,540百万円

借入実行額 220　〃

計 4,320百万円

＊６ 四半期連結会計期間末日満期手形 

  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理しております。

  なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の

休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれておりま

す。

受取手形 76百万円

支払手形 558　〃

 　　　　　　　　　　─────
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

＊　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。　

給料手当 1,739百万円

賞与引当金繰入額 88　〃

貸倒引当金繰入額 67　〃

役員退職慰労引当金繰入額 31　〃

＊　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。　

給料手当 1,696百万円

賞与引当金繰入額 63　〃

貸倒引当金繰入額 290　〃

役員退職慰労引当金繰入額 32  〃

　

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

＊　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。　

給料手当 579百万円

賞与引当金繰入額 44　〃

貸倒引当金繰入額 10　〃

役員退職慰労引当金繰入額 10　〃

＊　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。　

給料手当 551百万円

賞与引当金繰入額 28　〃

貸倒引当金繰入額 90　〃

役員退職慰労引当金繰入額 9  〃

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

＊　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,896百万円

現金及び現金同等物 1,896百万円

＊　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,362百万円

現金及び現金同等物 2,362百万円

　

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日

 至  平成21年12月31日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 41,780,000

　

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 16,542
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　
化学品関連
事業

(百万円)

合成樹脂関
連事業

(百万円)

機能建材関
連事業

(百万円)

石油関連事
業

(百万円)

海外業務関
連事業

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する
売上高

14,1967,5187,0624,7113,77337,262 － 37,262

(2)セグメント間の内
部売上高又は振替
高

167 254 6 85 27 541（541） －

計 14,3637,7737,0684,7963,80037,803（541） 37,262

営業利益 304 78 199 177 75 835（222） 613

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

　
化学品関連
事業

(百万円)

合成樹脂関
連事業

(百万円)

機能建材関
連事業

(百万円)

海外業務関
連事業

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する
売上高

16,238 6,278 6,137 4,267 32,921 － 32,921

(2)セグメント間の内
部売上高又は振替
高

50 160 4 6 222 （222） －

計 16,289 6,438 6,141 4,274 33,144（222） 32,921

営業利益又は
営業損失（△）

511 50 129 △25 665 （148） 516
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前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　
化学品関連
事業

(百万円)

合成樹脂関
連事業

(百万円)

機能建材関
連事業

(百万円)

石油関連事
業

(百万円)

海外業務関
連事業

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する
売上高

46,12024,22519,05617,72311,468118,594 － 118,594

(2)セグメント間の内
部売上高又は振替
高

403 668 16 247 53 1,390（1,390） －

計 46,52424,89319,07317,97011,522119,984（1,390）118,594

営業利益 1,042 258 416 656 203 2,576（643） 1,933

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっている。

２　各区分の主な製品

　　事業区分 　　　　　　　　　　　　主要商品

化学品関連事業 有機及び無機工業薬品、石油化学製品、食品添加物、農薬、医薬品、合成ゴム、肥料、

難燃剤、炭素製品等

合成樹脂関連事業 合成樹脂原料並びに製品等

機能建材関連事業 硝子繊維等の建築資材、木材及び木材製品等

石油関連事業 石油製品等

海外業務関連事業 医療機器、農水産物、鋳造物、継手、硝子製品等

３　事業区分の変更

第1四半期連結会計期間より、従来「燃料・物資関連事業」に区分しておりました物資関連事業（硝子製品の輸

入販売）を「海外業務関連事業」に含めて区分しております。この変更は、連結財務諸表提出会社において、同

事業を貿易ビジネスに経験豊富な海外業務部門で所管することが今後の同事業の展開に有用であると判断し、

管理組織の異動を行ったことによるものであります。また、この事業区分の変更に伴い、「燃料・物資関連事

業」の名称は「石油関連事業」に変更いたしております。この結果、従来の区分の方法と比較して、当第３四半

期連結累計期間の石油関連事業の売上高は、1,322百万円減少し、営業利益は、16百万円減少しており、海外業務

関連事業については、それぞれ同額増加しております。
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当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　
化学品関連
事業

(百万円)

合成樹脂関
連事業

(百万円)

機能建材関
連事業

(百万円)

海外業務関
連事業

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する
売上高

47,13218,34816,31511,24693,042 － 93,042

(2)セグメント間の内
部売上高又は振替
高

164 522 9 40 737 （737） －

計 47,29618,87016,32511,28693,779（737） 93,042

営業利益 1,410 124 94 101 1,730（494） 1,236

(注) １　事業の区分は、商品の種類、市場の類似性等に照らし内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な製品

　　事業区分 　　　　　　　　　　　　主要商品

化学品関連事業 有機及び無機工業薬品、石油化学製品、食品添加物、農薬、医薬品、合成ゴム、肥料、

難燃剤、炭素製品、各種石油製品等

合成樹脂関連事業 合成樹脂原料並びに製品

機能建材関連事業 防水資材、断熱材、木材、新建材等の建築資材、木材製品等

海外業務関連事業 医療機器、農水産物、鋳造物、継手、硝子製品等

３　事業区分の変更

第２四半期連結会計期間より、従来「石油関連事業」に区分しておりました石油関連事業を「化学品　　　 関連

事業」に含めて区分することとし、「石油関連事業」を廃止し、化学品関連事業、合成樹脂関連事業、機能建材関

連事業、海外業務関連事業の４区分としております。この変更は、平成21年７月１日付にて　　　　連結財務諸表提

出会社において、多様化するエネルギー市場に対応し得る機能の高度化を図るため、化学　　　　品本部と石油本部

の統合を行った結果、事業の種類別セグメントにおいても組織変更後の内部管理区分に　　　　よることが、事業の

内容をより的確に反映出来ると判断したことによるものであります。この結果、従来　　　　の区分の方法と比較し

て、当第３四半期連結累計期間において、化学品関連事業の売上高は12,608百万円、　　　　営業利益は568百万円そ

れぞれ増加しております。
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計

期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４

月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12

月31日）

全セグメントの売上高の合計に占める本邦の売上高の金額割合が90％を超えているため、所在地別セグ

メント情報の記載は省略しております。

　
　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 6,560 553 7,114

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － 37,262

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 17.61 1.49 19.09

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２　本国以外の区分に属する主な国又は地域

(1) アジア……………中華人民共和国、大韓民国

(2) その他の地域……北米、中南米

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

　 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 6,742 400 7,143

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － 32,921

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 20.48 1.22 21.70

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本国以外の区分に属する主な国又は地域

(1) アジア……………中華人民共和国、大韓民国

(2) その他の地域……北米、中南米

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 22,015 1,504 23,520

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － 118,594

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 18.56 1.27 19.83

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２　本国以外の区分に属する主な国又は地域

(1) アジア……………中華人民共和国、大韓民国

(2) その他の地域……北米、中南米

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 19,860 1,321 21,182

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － 93,042

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 21.35 1.42 22.77

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本国以外の区分に属する主な国又は地域

(1) アジア……………中華人民共和国、大韓民国

(2) その他の地域……北米、中南米

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

(有価証券関係)

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が

ありません。

　

(デリバティブ取引関係)

　デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動は

ありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 290円16銭
　

　 　

　 256円33銭
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期
連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年3月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 12,268 10,843

普通株式に係る純資産額(百万円) 12,117 10,705

差額の主な内訳(百万円) 　 　

  少数株主持分 150 137

普通株式の発行済株式数(千株) 41,780 41,780

普通株式の自己株式数(千株) 16 16

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(千株) 41,763 41,763

　

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年4月 1日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年4月 1日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 31円72銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

１株当たり四半期純利益金額 19円22銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

　
(注) 1. 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　 2. １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年4月 1日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年4月 1日
至  平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 1,324 802

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,324 802

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 41,763 41,763
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第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月 1日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月 1日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 9円77銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

１株当たり四半期純利益金額 9円11銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

　

(注) 1. 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　 2. １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月 1日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月 1日
至  平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 407 380

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 407 380

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 41,763 41,763

　
　

　

(リース取引関係)

　リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前

連結会計年度末に比べて著しい変動がありません。

　

　

２ 【その他】

関係会社に係わる訴訟

　当社持分法適用会社であるクミ化成㈱及び同社米国子会社KAMCO INDUSTRIES INC.はKAMCO INDUSTRIES

INC.で2009年３月に発生した工員の死亡事故について、遺族より安全対策を怠ったとして20百万ＵＳ＄＋

両社の１年分の利益の損害賠償請求を合衆国地方裁判所に提訴されています。

　両社は原告側の損害賠償請求は不当であるとして応訴準備を進めています。

　

EDINET提出書類

明和産業株式会社(E02563)

四半期報告書

28/31



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　

　

平成２１年２月１０日

明　和　産　業　株　式　会　社
　

取　　締　　役　　会 御中

　

監査法人　ト　ー　マ　ツ 　
　

指定社員
 

業務執行社員
　

公認会計士 杉 　 本　  茂　  次印

　

指定社員
 

業務執行社員
　

公認会計士 岩　　下　　稲 　 子 印

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている明

和産業株式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計

期間（平成２０年１０月１日から平成２０年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２０年

４月１日から平成２０年１２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、

四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四

半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。 

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。 

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、明和産業株式会社及び連結子会社の平成２０

年１２月３１日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期

間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 

追記情報 

　セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」（注）３に記載されているとおり、会社は第１四半期連

結会計期間からセグメント情報の事業区分を変更している。 

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　

　

平成２２年２月８日

　

明　和　産　業　株　式　会　社
　

取　　締　　役　　会 御中

　

　

有限責任監査法人　トーマツ 　
　

指定有限責任社員
 

業務執行社員
　

公認会計士 杉 　 本　  茂　  次印

　

指定有限責任社員
 

業務執行社員
　

公認会計士 岩　　下　　稲 　 子 印

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている明

和産業株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計

期間（平成２１年１０月１日から平成２１年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２１年

４月１日から平成２１年１２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、

四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四

半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。 

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。 

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、明和産業株式会社及び連結子会社の平成２１

年１２月３１日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期

間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

　

追記情報 

　セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」（注）３に記載されているとおり、会社は第２四半期連

結会計期間からセグメント情報の事業区分を変更している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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